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図表２－１－１７は、沿岸及び海域の保護地域であるが、このうち自然公園、自然海浜保全

地 区 、自 然 環 境 保 全 地 域 、鳥 獣 保 護 区 では海 岸 林 が関 連 しており、その他 については森 林

地域との直接的関連性は見られない。 

図表２－１－１７ 沿岸・海域の保護地域 

 

②1-1-6 世界自然遺産の保全管理の充実 

世 界 自 然 遺 産 に登 録 されている地 域 は、白 神 山 地 、屋 久 島 、知 床 、小 笠 原 諸 島 、奄 美 大

島、徳之島、沖縄島北部及び西表島であり、いずれも森林地域となっている。 

③1-1-7 天然記念物の保存・活用の推進 

文部科学省所管であるが、森林地域も対象地域と考えられる。 

④1-1-13 自然共生サイト認定の推進［重点］（1-1-14 と重複） 

環境省所管であるが、森林地域・隣接地域が対象となる場合が多いと考えられる。 

自然共生サイト（OECM（Other Effective area-based Conservation Measures）とは、公的な

保護地域以外で生物多様性保全に資する地域）は民間の取組等によるものであり、環境省が

新たに認定事業として 2023 年度から開始する。 

図表２－１－１８ 自然共生サイトの目標 
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2）行 動 目 標 １-２ 土 地 利 用 及 び海 域 利 用 による生 物 多 様 性 への負 荷 を軽 減 することで生

態系の劣化を防ぐとともに、既に劣化した生態系の 30％以上の再生を進め、生態系ネッ

トワーク形成に資する施策を実施する 

①1-2-3 効果的な保護地域・OECM の設定［重点］ 

図表２－１－１５と重複する。 

②1-2-4 森・里・川・海における生態系ネットワークの形成 

生物多様性ネットワークの可視化の促進。 

③1-2-5 森林生態系の保存及び復元、点在する希少な森林生態系の保護管理 

林野庁所管となる事業が対象であり、下記の点が挙げられている。 

・ 原生的な森林生態系や希少な野生生物が生育・生息する森林等について、自然の推

移に委ねることを基本とし、国有林と民有林が連携して取り組む。 

・ 里山二次林等については、継続的な保全管理等を推進する。 

・ 自然環境の保全、野生生物の保護、遺伝資源の保存等を図る上で重要な役割を果た

している国有林野については、地域住民、NPO 等と連携を図りながら、希少野生生物

の保護等に努める。 

④1-2-6 多様な森林づくりの推進 

森林整備保全事業の成果指標が行動目標となっている。 

・ 森林資源の利用や自然かく乱の頻度に応じた間伐、広葉樹林化、長伐期化、針広混

交林化、伐採後の確実な再造林を実施する。 

・ 路網整備については、計画、設計、施工全ての段階で周囲の環境との調和を図る。 

・ 国 有 林 野 の管 理 経 営 に当 たって、自 然 維 持 タイプ、水 源 涵 養 タイプ等 の機 能 類 型 に

区 分 し、希 少な生 物 の生 育 、生 息 に適した森 林 の維 持、間 伐 や複 層 林への誘 導 等を

推進するほか、森林資源の有効活用にも配慮し、公益林として適切な施業を実施する。 

図表２－１－１９ 多様な森林づくりの推進の行動目標 

 

⑤1-2-7 生物多様性に配慮した森林計画 

全国森林計画、地域森林計画などにおいて、貴重な野生生物の保護に配慮した施業方

法の指針を示すこととしている。 

⑥1-2-8 地域における森林の保全管理 

森林所有者自ら経営や管理ができない森林について、森林環境譲与税も活用しながら、

市町村が主体となった経営や管理を実施することとし、森林所有者への働きかけを行う。 
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図表２－１－２０ 地域における森林の保全管理の行動目標 

 

⑦自然再生に関する行動目標 

下記の行動目標等が挙げられている。 

1-2-33 劣化地の再生・回復に関する調査検討 

2030 年 までに国 土 の 30％を保 全する「30by30 目 標 」の達 成に向けて、生 態 系 回 復

が必要な劣化地調査を実施し、自然共生サイト申請のための再生マニュアルを作成す

る。また、劣化した生態系の再生手法の検討に当たっては、炭素吸収ポテンシャルを把

握し、副次的に炭素中立に貢献する。 

1-2-34 劣化した生態系の再生の強化［重点］ 

自然再生事業や生態系維持回復事業等の着実な実施を通じて、野生鳥獣や外来種

による被 害 を受 けた自 然 植 生 や、開 発 や管 理 放 棄 等 による生 息 地 の消 滅 など影 響 を

受 けた生 態 系 など、自 然 環 境 や生 態 系 が劣 化 している場 所 において、その再 生 や回

復に向けた取組を地域と連携して推進する。  

1-2-35 自然再生の推進 

自然再生推進法（平成 14 年法律第 148 号）に基づき、NPO や地域住民、関係行

政機 関など多様な主 体 が連携して実施する自 然再 生活 動 を全国的に推進するため、

自然再生専門家会議の運営や自然再生専門家会議委員による学術的観点からの助

言や現地指 導の実施及 び自然再生 に係る情報収集、課題解決策の検討、普及啓発

等を実施する。 

図表２－１－２１ 自然再生の推進に関する行動目標 

 

 

3）行 動 目 標 １-３ 汚 染 の削 減（生 物 多 様 性 への影 響を減 らすことを目 的 として排 出 の管 理

を行 い、環 境 容 量 を考 慮 した適 正 な水 準 とする）や、侵 略 的 外 来 種 による負 の影 響 の防

止・削減（侵略的外来種の定着率を 50％削減等）に資する施策を実施する 

①1-3-31 特定外来生物等の指定、外来種被害防止行動計画及び生態系被害防止外来

種リストの見直し 
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2022 年の外来生物法改正を踏まえ、適宜特定外来生物、未判定外来生物の指定を進

め、「外来種被害防止行動計画」及び生態系被害防止外来種リストの見直しを行う。 

（目標） 

行動計画は 2024 年度までに見直しを行い、リストは 2023 年度から分類群ごとに見直し

を開始する 

②1-3-37 外来種による森林・林業被害の防止 

現 状 の森 林 生 態 系 への影 響 に配 慮 しつつ、順 応 的 な駆 除 や生 息 域の拡 散 防 止 対 策を

実 施 することにより、地 域 の森 林 における生 物 多 様 性 の保 全 を図 る上 で必 要 となる外 来

種対策を地域で一体的に推進する。 

4）行動目標１-４ 気候変動による生物多様性に対する負の影響を最小化する 

①1-4-1 気候変動影響の評価［重点］ 

自然生態系をはじめとした、農林水産業や自然災害・沿岸域などの各分野における気候

変動影響に関する総合的な評価に向けた検討を進める。 

②1-4-2 保護地域における気候変動による生態系への影響緩和 

国 立 公 園 等 の保 護 地 域 における自 然 生 態 系 への気 候 変 動 影 響 を軽 減 するため、被 害

や影響の評価を進めるとともに、負の影響への対処の強化等の適応策の実施を推進する。 

5）行動目標１-６ 遺伝的多様性の保全等を考慮した施策を実施する 

①1-6-6 遺伝資源の収集・保全、利用 

・ 生物多様性の保全の観点で重要な林木遺伝資源の収集・保存・評価を推進する。 

・ 薬用植物資源研究センターにおいて、薬用植物資源の積極的な収集、恒久的保存、栽

培 、優 良 品 種 育 成 、組 織 培 養 等 に必 要 な技 術 に関 する研 究 、薬 用 植 物 の有 効 成 分 の

化 学 的 、生 物 学 的 評 価 に関 する研 究 、未 利 用 植 物 資 源 の開 発 に関 する研 究 等 、薬 用

植物遺伝資源の持続的な利活用に関する研究を推進する。 

6）行動目標２-１ 生態系が有する機能の可視化や、一層の活用を推進する 

①2-1-6 治山対策の推進 

保安林等における治山施設の設置、機能の低下した森林の整備、海岸防災林等の整備

を推進する。 

図表２－１－２２のように森林整備保全事業計画の成果指標が挙げられている。 

図表２－１－２２ 海岸防災林等の整備目標 

 

 

 

 

 

②2-1-7 保安林の指定の計画的な推進 

・ 水源涵養や土砂流出の防止など、特に公益的機能の発揮が要請される森林については、

保安林の指定を計画的に推進する。 

・ 魚つき保安林など、公益的機 能 の発揮が要請される森 林については、保安林としての指

定を計画的に推進する。 
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図表２－１－２３ 保安林指定面積の目標 

 

7）行動目 標 ２-３ 気候 変動 緩和・適応に貢献 する自然 再 生を推進するとともに、吸収 源 対

策・温室効果ガス排出削減の観点から現状以上の生態系の保全と活用を進める 

①2-3-2 森林吸収源対策 

適切な間伐の実施等の取組に加え、人工林において「伐って、使って、植える」循環利用

の確 立を図 り、木 材 利 用 を拡 大 しつつ、エリートツリー等 の再 造 林 等 により成 長 の旺 盛 な

若い森林を確実に造成していく。 

②2-3-3 森林病害虫防除対策及び林野火災の予防による森林の保全 

森林生態系の保全のため、都道府県等と連携して、松くい虫やナラ枯れの被害対策等の

森 林 病 害 虫 防 除 対 策 を推 進 するとともに、林 野 火 災 の予 防 に取 り組 む。また、病 害 虫 に

対 して抵 抗 性 を有 する品 種 の開 発 など、生 物 害 に対 する森 林 被 害 軽 減 ・共 存 技 術 の開

発を行う。 

図表２－１－２４ 保全松林の目標 

 

③2-3-5 バイオマス利活用の推進 

・ バイオマス活 用 の推 進 に関 する施 策 を総 合 的 かつ計 画 的 に推 進 することを目 的 として、

2022 年９月 に「バイオマス活 用 推 進 基 本 計 画 （第３次 ）」が閣 議 決 定 され、2030 年 に達

成すべき目標を定めており、今後、目標の達成に向け、施策を推進する。 

・ 地域の特色を活かしたバイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いまち・むらづく

りを目指すバイオマス産業都市を推進する。 

図表２－１－２５ バイオマスの利用目標 
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④2-3-8 自然環境が有する多様な機能を活用した流域治水の推進［重点］ 

流域治水の推進に当たっては、自然環境が有する多様な機能を活かしたグリーンインフラ

の活用を推進し、以下の取組を推進する。 

・ 遊水地等による雨水貯留浸透機能の確保・向上を図る。 

・ 災 害 リスクの低 減 に寄 与 する生 態 系 の機 能 を積 極 的 に保 全 又 は再 生 することにより、生

態系ネットワークの形成を推進する。 

・ 都 市 山 麓 グリーンベルト整 備 事 業 の推 進 により、市 街 地 に隣 接 する山 麓 斜 面 にグリーン

ベルトとして一連の樹林帯の形成を図る。 

8）行動目標２-５ 野生鳥獣との軋轢緩和に向けた取組を強化する 

①2-5-1 鳥獣被害防止対策の推進［重点］ 

森林環境保全直接支援事業における施設整備が該当する。 

②2-5-2 シカ等による森林被害の防止 

シカ被害を効果的に抑 制するため、都道府県 による広域 的な捕獲の取組を推進 するとと

もに、林業 関係者によるシカの捕獲効率向上 対策の成果 の横展開を図る。また、効果的

なシカ被害対策を実施していく上で特に有効な ICT 等を活用した新たな捕獲技術等の

開発・実証を実施するとともに、国有林野内のシカ被害が深刻な奥地天然林や複数の都

府 県 にまたがる地 域 において国 土 保 全 のためのシカ捕 獲 事 業 を実 施 する。あわせて、近

年顕在化しつつあるノウサギ食害の深刻化を防ぐため、対策の実証検討を行う。 

図表２－１－２６ シカ被害減少面積の目標 

 

③2-5-7 指定管理鳥獣（ニホンジカ・イノシシ）の適正管理の推進［重点］ 

   行動目標としては指定管理鳥獣以外にも、第二種特定鳥獣管理計画の目標、資源利用

（ジビエ利用量）、狩猟者等担い手の確保・育成等、鳥獣保護管理の全般について行動

目標が示されている。 

図表２－１－２７ 特定鳥獣の半減目標 

 

9）行 動 目 標 ３-４ みどりの食 料システム戦 略に掲げる化 学 農 薬 使 用 量 （リスク換 算 ）の低 減

や化 学 肥 料 使 用 量 の低 減 、有 機 農 業 の推 進 などを含 め、持 続 可 能 な環 境 保 全 型 の農

林水産業を拡大させる。 

①3-4-11 適切な生産活動を通じた木材の需要拡大への取組 

・ 素材生産・流通・加工の低コスト化や品質・性能の確かな製品の安定供給体制の整備を

中心とする構造改革を推進する。 
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・ CLT や木 質 耐 火 部 材 等 の開 発 ・普 及 、公 共 建 築 物 や民 間 の非 住 宅 分 野 等 への国 産

材等の利用拡大を推進する。 

・ 森林の持続可能性が確保された形で木質バイオマスのエネルギー利用を推進する。 

・ 木 質 バイオマス由 来 のセルロースナノファイバー、改 質 リグニン等 のように化 石 資 源 由 来

製品の代替となる新素材の研究・技術開発及びその普及を促進する。 

図表２－１－２８ 国産材の需要拡大目標 

 

②3-4-12 森林施業の適切な実施に向けた新技術の導入や人材育成 

・ 適切な森林整備に向けて、森林経営計画の作成の中核を担う森林 施業プランナーや森

林の持続経営を実践する森林経営プランナーを育成する。 

・ 森林施業の適切な実施に向けて、成長に優れた苗木や機械を活用した新たな造林技術

の導入を推進する。 

図表２－１－２９ 認定森林施業プランナーの目標 

 

③3-4-13 合法伐採木材等の流通及び利用の促進 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 48 号）に基

づき、全ての事業者に合法伐採 木 材等を利用 するよう努めることが求められている。同法

が目 指す合 法 伐 採 木材 等の流 通 及 び利 用 拡 大 のため、情 報 提 供サイト「クリーンウッド・

ナビ」を通じた情報の提供、幅広い関係者の参加による協議会を通じた普及啓発活動へ

の支援を実施する。 

図表２－１－３０ 合法伐採木材の目標 
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10）行動目標４-２ 日常的に自然とふれあう機会を提供することで、自然の恩恵や自然と人

との関 わりなど様 々な知 識 の習 得 や関 心 の醸 成 、人 としての豊 かな成 長 を図 るとともに、

人と動物の適切な関係についての考え方を普及させる 

①4-2-2 森林における体験・ふれあいの場の提供 

国有林野においては、優れた自然景観を有し、森林浴、自然観察、森林スポーツ等に適

した国有林野を「レクリエーションの森」として設定している。また、自ら森林（もり）づくりなど

を行うことを希望する民間団体等と協定を締結してフィールドを提供する「協定締結による

国民参加の森林（もり）づくり」を推進している。さらに、企業等が国と分収林契約を結ぶこ

とで、社会貢献、社員教育又は顧客とのふれあいの場としての森林（もり）づくりを可能とす

る「法人の森林（もり）」の設定を推進する。 

11）行動目標４-３ 国民に積極的かつ自主的な行動変容を促す 

①4-3-5 森林・林業が果たす役割等の普及啓発の促進 

企業・NPO 等のネットワーク化、緑化行事の開催を通じた普及啓発活動の促進、森林環

境教育や木育の推進、林業体験学習等の促進等を推進する。 

図表２－１－３１ 啓発普及の目標 

 

12）行動目標５-１ 生物多様性と社会経済の統合や自然資本の国民勘定への統合を含め

た関連分野における学術研究を推進するとともに、強固な体制に基づく長期的な基礎

調査・モニタリング等を実施する 

①5-1-5 森林資源のモニタリングの推進 

木材生産のみならず、生物の多様性、地球温暖化防止、流域の水資源の保全等、国際

的 に合 意 された「基 準 ・指 標 」に係 るデータを統 一 した手 法 により収 集 ・分 析 する森 林 資

源のモニタリングを推進する。 
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２２－－１１－－７７  地地球球温温暖暖化化対対策策計計画画のの概概要要   
 

地球温暖化対策計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。

以下「地球温暖化対策推進法」という。）第８条第１項及び「パリ協定を踏まえた地球温暖化対

策の取組方針について」（平成 27 年 12 月 22 日地球温暖化対策推進本部決定）に基づき令

和 3 年 10 月に閣議決定された政府の総合計画である。図表２-１-３２は、2030 年度の温室効

果ガス削減目標の概要を示したものである。 

図表２－１－３２ 2030 年度の温室効果ガス削減目標 

 

この計画において、森林吸収源対策として、森林吸収量の 2030 年度目標を、約 38 百万 t-

CO2（2013 年度総排出量比約 2.7％）に設定し、適切な森林整備等を実施する下記のような

総合的取組を行うとしている。 

（健全な森林の整備） 

ア 適切な間伐や主伐 後の再 造林 の実施、育 成複 層 林施 業、長 伐期 施業 等による多様な

森林整備の推進 

イ 森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法（平成 20 年法律第 32 号）に基づく市

町村の取組の一層の推進等による追加的な間伐や再造林等の推進 

ウ 森林経営管理法（平成 30 年法律第 35 号）に基づく森林経営管理制度や森林環境譲

与税も活用した、公的主体による森林整備等の推進 

エ 林道と森林作業道が適切に組み合わされるとともに、自然環境の保全にも配慮した路網

の整備 

オ 自然条件等に応じた伐採と広葉樹の導入等による針広混交林化等の推進 
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カ ドローンや林 業 機 械 を活 用した苗 木 運 搬 、伐 採 と造 林 の一 貫 作 業 や低 密 度 植 栽 、エリ

ートツリーや大苗 等の活 用による下 刈り回 数の削減などを通じた、造林の省 力 化 と低コス

ト化等による再造林の推進 

キ 成長等に優れたエリートツリー等の種苗の効率的な開発及び生産拡大、野生鳥獣による

被害の対策等 

ク 伐採・造林届出制度等の適正な運用による再造林等の確保 

ケ 奥地水源林等における未立木地や造林未済地の解消、荒廃した里山林等の再生 

（保安林、自然公園等の適切な管理・保全等の推進） 

ア 保安林制度による規制の適正 な運用、保安林の計画 的配備、国有林野の保護林制度

等による適切な保全管理、NPO 等と連携した自然植生の保全・回復対策の推進 

イ 山地災害のおそれの高い地区や荒廃森林等における治山事業の計画的な推進 

ウ 森林病虫獣害の防止、林野火災予防対策の推進 

エ 自 然 公 園や自然 環 境 保全 地 域 の拡 充及び同 地域 内の規 制の適 正 な運用 、保 全 管 理

の強化 

（効率的かつ安定的な林業経営の育成） 

ア 森 林 所 有 者・境 界 の明 確 化や、森 林 施 業 の集 約 化 、長 期 施 業 受 委 託の推 進 、森 林 経

営管理制度による経営管理権の設定、森林組合系統による森林経営事業等の促進、森

林経営計画の作成等による、長期にわたる持続的な林業経営の確保 

イ 造 林 コストの低 減 や、遠 隔 操 作 ・自 動 操 作 機 械 等 の開 発 ・普 及 による林 業 作 業 の省 力

化・軽労化等による「新しい林業」の展開 

ウ レーザ測 量 等 を活 用 した森 林 資 源 情 報 の整 備 、所 有 者 情 報 を含 めた森 林 関 連 情 報 の

共有・高度利用、ICT を活用した木材の生産流通管理の効率化等の推進 

エ 路 網 整 備と高 性 能 林 業 機 械を適 切に組み合わせた作 業システムの導 入や効 果 的な運

用、「林業イノベーション現場実装推進プログラム」（令和元年 12 月農林水産省策定）に

基づく取組の推進 

オ 森林・林業の担い手を育成確保する取組の推進 

（国民参加の森林づくり等の推進） 

ア 全 国 植 樹 祭 などの全 国 規 模 の緑 化 行 事 等 を通 じた国 民 参 加 の森 林 づくりの普 及 啓 発

の推進 

イ 企業・NPO 等の広範な主体による植樹などの森林整備・保全活動や、企業等による森林

づくり活動への支援や緑の募金活動の推進 

ウ 森林ボランティア等の技術向上や安全体制の整備 

エ 森林環境教育の推進 

オ 地 域 住 民、森 林 所 有 者 等が協 力して行う、森 林の保 全 管 理や森 林 資 源の利 用 等の取

組の推進 

カ 森林空間を総合的に活用する森林サービス産業の創出・推進 

キ 国 立 公 園 等 における森 林 生 態 系 の保 全 のために行 うシカ等 に係 る生 態 系 維 持 回 復 事

業、グリーンワーカー事業等の推進 

ク 国民の暮らしが豊かな森里川海に支えられていることについて、国民の意識の涵養 
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（木材及び木質バイオマス利用の推進） 

ア 住宅等への地域材利用の推進 

イ 脱 炭 素 社 会 の実 現 に資 する等 のための建 築 物 等 における木 材 の利 用 の促 進 に関 する

法律（平成 22 年法律第 36 号。以下「木材利用促進法」という。）を踏まえ、公共建築物

や中大規模建築物等の木造化・木質化などによる都市等における木材利用の一層の促

進や、それに資する CLT（直交集成板）や木質耐火部材等の製品・技術の開発・普及等 

ウ 林産物の新たな利用技術、木質バイオマス由来のセルロースナノファイバー、改質リグニ

ン等の普及、プラスチック代替となる木質新素材等の研究・用途開発、実用化 

エ 効率的な木材加工・流通施設の整備など需要に応じた国産材の安定供給体制の構築 

オ 森林資源の保続が担保された形での木質バイオマスの効率的かつ低コストな収集・運搬

システムの確立を通じた発電及び熱利用の推進 

カ 木材利用に対する国民の理解を醸成し、木材を持続的に利用する企業等への ESG 投

資 にもつながるよう、木 材 利 用 の意 義 や効 果 等 の発 信 、木 材 の利 用 促 進 を図 る「木 づか

い運動」や「木育」、企業等のネットワーク化等の取組の推進 
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２２－－１１－－８８  第第三三次次国国土土形形成成計計画画のの概概要要   
 

国土交通省は、国土形成計画法に基づき、概ね 8 年毎に国土形成計画を策定している。

国土総合開発法以来、7 回の国土計画が策定され、令和 5 年 7 月に第 8 回の国土計画(第

３次 国 土 形 成 計 画 )が閣 議 決 定 された。また、国 土 利 用 計 画 法 に基 づいて、国 土 形 成 計 画 と

一体的に策定された第 6 次国土利用計画が同時に閣議決定された。 

国 土 形 成 計 画 、国 土 利 用 計 画 では、わが国 のおかれている状 況 を、「国 土 をめぐる社 会 経

済 状 況 は大 きく変 化 しており、時 代 の転 換 点 ともいえる局 面 にある」として、「未 曽 有 の人 口 減

少、少子高齢化の加速、巨大災害リスクの切迫、気候危機の深刻化、生物多様性の損失など、

我が国が直面するリスクは、今後、その切迫感や深刻度がより増していくものと想定される」と問

題認識を示し、「その影響は、東京一極集中といった国土構造の歪みと相まって、特に地方の

生活・経済の存立そのものを脅かしていくことが懸念」されるとしている。特に、2050 年には、全

国居住地域の約 2 割が無居住化するという課題を挙げている。 

こういった問題認識に立って、国土づくりの基本的方向性として、「シームレスな拠点連結型

国土」の形成を目指して、「①デジタルとリアルの融合による活力ある国土づくり ～地域への誇

りと愛着に根ざした地域価値の向上～、②巨大災害、気候危機、緊迫化する国際情勢に対応

する安全・安心な国土づくり～災害等に屈しないしなやかで強い国土～、③世界に誇る美しい

自然と多彩な文化を育む個性豊かな国土づくり～森の国、海の国、文化の国～」の 3 つのビジ

ョンを掲げた。 

この「シームレスな拠点連結型国土」の構築とは、人口や社会・経済的な諸機能の広域的な

分 散を意 味 し、具体 的 には時 間 距 離の短縮、多 重性・代 替 性の確 保 等の交通ネットワーク等

の強化が必要であり、全国的な回廊ネットワークの形成を図る必要があるとしている。 

図表２－１－３３は、国土交通省の HP より引用した、第三次国土形成計画の概要である。 
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